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さらに、新たに生涯学習の理念（第３条）が設け
られ、生涯学習社会の実現が規定されている。ま
た、義務教育の目的として、「各個人の有する能
力を伸ばしつつ社会において自立的に生きる基礎
を培い、また、国家及び社会の形成者として必要
とされる基本的な資質を養うこと」が新たに定め
られている（第５条第２項）。
こうした改正教育基本法の制定を受けて全面的
に見直しが行われた改正学校教育法（2007 年）
では、まず第 29 条において新たに義務教育の目
標の条項が設けられ、「学校内外における社会的
活動を促進し、自主、自律及び協同の精神、規範
意識、構成な判断力並びに公共の精神に基づき主
体的に社会の形成に参画し、その発展に寄与する
態度を養うこと」をはじめとする 10 項目にわた
る内容が示されることになった。従来、各学校段
階ごとに示されていた教育の目的・目標に関して、
義務教育という枠組みの中で、具体的な目標規定
が設けられたことは、特にこれからの小学校およ
び中学校における教育の目標を考える上で、重要
な改正であることを踏まえる必要がある。すなわ
ち、義務教育という括りの中で、小学校が果たす
べき役割、中学校が果たすべき役割とその関連性
（連続性、一貫性）という観点からの見直しが求
められているという点である。
さらに、今回の学校教育法の改正では、法によ
る「学力」規定が教育目標として新設されている
点に注目する必要がある。具体的には、学校教育
法第 30 条第２項において「生涯にわたり学習す
る基礎が培われるよう、基礎的な知識及び技能を
習得させるとともに、これらを活用して課題を解
決するために必要な思考力、判断力、表現力その
他の能力をはぐくみ、主体的に学習に取り組む態
度を養うことに、 特に意を用いなければならな
い」ことが、小学校教育の目標規定として設けら
れているのである。この規定は、中学校、高等学
校にも準用（第49条、第62条）されることから
学校教育全体における目標規定としての意味を持
つことになる。
また、この「学力」規定は 2008（平成 20）年
３月 28 日に告示された新しい学習指導要領にも
明記されている。例えば、小学校学習指導要領で
は、その「総則」「第１  教育課程編成の一般方針」
において、「学校の教育活動を進めるに当たって
は、各学校において、児童に生きる力をはぐくむ
ことを目指し、創意工夫を生かした特色ある教育
活動を展開する中で、基礎的・基本的な知識及び
技能を確実に習得させ、これらを活用して課題を
解決するために必要な思考力、判断力、表現力そ
の他の能力をはぐくむとともに、主体的に学習に
取り組む態度を養い、個性を生かす教育の充実に
努めなければならない」と記載されている。中学
校学習指導要領においても、同様の記載がなされ
ている。学校での具体的な指導基準となる学習指
導要領において、こうした「学力」規定が盛り込
まれていることは、まさにインプットとしての目
標管理に国が責任をもって対応することで、期待
される「学校教育の質」を確実に保証しようとす
る姿勢が示されているといえる。
（2）「学校教育の質」の構造と「評価」政策の導入
こうした新たな教育目的・目標の具現化は、そ
れらを具体化し、期待される「学校教育の質」を
保証しうる制度改革を必要とする。それが、教育
内容の改革による「カリキュラムの質」の保証、
その教育を担う教員の指導力の改革による「教員
の質」の保証、そして実際の教育が展開される場
である学校の組織や運営体制の改革による「経営
の質」の保証を図るための制度改革である。それ
らは、 次のような形となって具体化されつつあ
る。
まず、「カリキュラムの質」の改革では、各種
学力調査の結果や改正教育基本法等を受けた新し
い学習指導要領の告示（2008年）として、「教員
の質」 の改革は教育公務員特例法の改正（2007
年）による指導力不足教員に対する指導改善研修
の制度化や教育職員免許法の改正（2007 年） に
よる教員免許更新制の導入、専門職大学院設置基
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準の改正（2007 年） による教職大学院の創設な
どして具体化されている。そして「経営の質」の
改革は、学校教育法の改正（2007 年）による副
校長、主幹教諭、指導教諭職の新設や学校評価の
義務化などとして具体化されている。
このように、 現在進められている教育改革は
「学校教育の質」の保証を図るシステム全体の再
構築を図るべく展開されているといえるが、さら
にその「質」の保証を「評価」という手法の導入
によって、より確かなものを実現しようとしてい
る仕組みが導入されているのである。
すなわち、「カリキュラムの質」 の改革では、
各学校における教育課程の実施状況調査に加え
て、2007（平成 19） 年から実施されている全国
学力・学習状況調査の実施による「学力評価」が、
「教員の質」の改革では自己申告に基づく目標管
理といった新たな考えに基づく「教員評価」が、
そして「経営の質」の改革では自己評価の義務化
と学校関係者評価の導入といった新たな枠組みに
基づく「学校評価」の実施である。
こうした「評価」政策の展開によって「学校力」
と「教師力」を強化し、目指すべき教育目的・目
標の達成を図り、期待される「学校教育の質」を
確実に保証することが、現代教育改革の目的とさ
れているわけである。
２．教師教育制度改革の動向
（1）教師制度改革の背景
このように、現代教育改革は、子どもたちに提
供される「学校教育の質」の改革・改善を目的と
している。「学校教育の質」を向上・改善してい
くためには、子どもたちに必要な力は何か、それ
らをどのように育成していくかという教育（学
習）内容の改革とともに、その教育を担う「教員
の質」の改革・改善を抜きにしては成り立たない。
そのことは、1989（平成元）年の学習指導要領改
訂から、この度の学習指導要領の改訂まで、いず
れにおいてもそれに合わせて教育職員免許法の改
正が行われ、教育内容の改革・改善と教員に求め
られる資質能力の改革・改善がセットで行われて
いることからも明らかである。
では、今回の教育職員免許法等の改正にみられ
る教員の資質能力論議の現代的背景やその要因は
どのようなものであるのか。中教審答申「今後の
教員養成・免許制度の在り方について」（2006年
７月 11 日）によれば、次のような４つの背景・
要因があるとされる。
まず、第１の要因・側面としては、社会構造の
急激な変化への対応という問題がある。知識基盤
社会の到来、グローバル化、情報化、少子・高齢
化、高学歴化等を背景とする社会構造の大規模か
つ急激な変化に対応していくためには、これまで
以上に高度な専門的知識・技能の獲得やその時期
時期に必要とされる知識等を刷新（リニュ ーア
ル）していくことが教員に求められるというもの
である。
第２は、学校教育における課題の複雑化・多様
化と新たな研究の進展への対応という要因であ
る。子どもの学ぶ意欲の低下や学力・体力の低下、
いじめや不登校問題、LD（学習障害）、ADHD（注
意欠陥／多動性障害）や高機能自閉症等の子ども
への支援、開かれた学校づくりの推進や学校の説
明責任の遂行等といった学校教育をめぐる課題の
複雑化、多様化への対応とともに、悩科学と教育
の関係や、子どもの人間学など、子どもや教育に
関する新たな研究の進展への対応というものであ
る。
第３は、教員に対する信頼の揺らぎという問題
への対応である。指導力不足教員の増加や教員の
不祥事、さらには教員の熱意や使命感の低下とい
った問題が、保護者や国民の厳しい批判の対象と
なり、教員全体に対する社会の信頼を揺るがす要
因となっているというものである。
そして第４は、退職者数の増加に伴う量および
質の両面での教員の確保という問題である。現在
の教員の年齢構成は、大量採用された 40 歳代後
半から 50 歳代前半の層が多く、間もなくその世
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代の大量退職期を迎えることになる。都市部では
すでにその傾向が現れている。まさに、量および
質の両面から、優れた教員を養成・確保すること
が現代的課題となっているのである。
（2）教員に求められる資質能力
このような社会変化やそれに伴う学校教育への
期待に応えるためには、教育活動の直接の担い手
である教員に優れた指導力を有した人材を確保し
ていくことが極めて重要な条件となる。先の中教
審答申「新しい時代の義務教育を創造する」では、
優れた教師の条件として、次の３つの要素が重要
であると指摘している。
第１は、「教職に対する強い情熱」という要素
である。その内容としては、教職に対する使命感
や誇り、子どもに対する愛情や責任感とともに、
変化の著しい社会や学校、子どもたちに適切に対
応するため、常に学び続ける向上心を持つことも
大切であるというものである。
第２は、「教育の専門家としての確かな力量」
という要素である。「教師は授業で勝負する」と
言われるように、この力量が「教育のプロ」のプ
ロたる所以である。この力量は、具体的には、子
ども理解力、児童・生徒指導力、集団指導の力、
学級作り、学習指導・授業作りの力、教材解釈の
力などからなるものと言える。
第３は、「総合的な人間力」というものであり、
教師には、子どもたちの人格形成に関わる者とし
て、豊かな人間性や社会性、常識と教養、礼儀作
法をはじめ対人関係能力、コミュニケーション能
力などの人格的資質を備えていることが求められ
る。また、教師は、他の教師や事務職員、栄養職
員など、教職員全体と同僚として協力していくこ
とが大切である、というものである。
こうした教師像のもとで、教師教育制度改革が
進行しつつあるが、教員の質を向上し、教員に対
する揺るぎない信頼を確立していくためには、養
成、採用、現職研修等の各段階における改革を総
合的に進めることが必要である。その中でも教員
養成・免許制度の改革は、他の改革の出発点に位
置づけられる問題である。養成段階で教師として
求められる最小限必要な資質能力を確実に育成す
ることにより、その後の採用や現職研修に関する
取り組みがより実効あるものとなるからである。
また、社会から評価される教員を養成しなければ、
その後の採用や研修において、いかに充実した方
策を講じようとも、教員に対する尊敬と信頼を確
立することは困難だらかである。
中教審答申「今後の教員養成・免許制度の在り
方について」は、そのような基本的認識のもとで
提出されたものであり、①教職課程の質的水準の
向上、②「教職大学院」制度の創設、③教員免許
更新制の導入などについて改革の方向性を示して
いる。次では、このうち教員養成制度改革に直接
的につながる①と②の問題について検討していく
ことにする。
３．教員の質保証と教員養成制度改革
（1）教職課程の質的水準の向上
まず、学部段階での教員養成について、大学に
おける教職課程を「教員として最小限必要な資質
能力」を確実に身に付けさせるものに改革すると
いう方向性が打ち出されている。すなわち、「教
職課程の個々の科目の履修により修得した専門的
な知識・技能を基に、教員としての使命感や責任
感、教育的愛情等を持って、学級や教科を担任し
つつ、教科指導、生徒指導等の職務を著しい支障
が生じることなく実践できる資質能力」を確実に
身に付けさせるものとするため、大学における教
育内容や指導体制の充実を図ることの必要性であ
る。特に、教員として最小限必要な資質能力が確
実に身に付いたかを最終的に確認するため、新た
な必修科目（「教職実践演習（仮称）」）を大学の
最終学年に設定することを求めている。
これは、養成教育の到達目標の設定を求めるも
のであり、本科目には、①使命感や責任感、教育
的愛情に関する事項、②社会性や対人関係能力に
関する事項、③幼児児童生徒理解や学級経営等に
現代教育改革と教師教育制度改革の動向 5
関する事項、④教科・保育内容等の指導力に関す
る事項を含めるものとするとされている。また、
学生はこの科目の履修を通じて、将来、教員にな
る上で、自分にとって何が課題であるかを自覚し、
必要に応じて不足している知識や技能等を補い、
その定着を図ることにより、教職生活をより円滑
にスタートできるようになることが期待されると
している。
こうした科目の新設は、当然、大学における他
の授業科目や教育実習の見直し、そして指導体制
の再構築を求めることになる。また、本科目の企
画、立案、実施に当たっては、学校現場や教育委
員会との緊密な連携協力に留意することも必要と
なる。 その意味では、 従来から指摘されてきた
「実践的」指導力の育成の徹底を図ろうとするも
のだといえる。教職課程は、専門職業人たる教員
を養成することを目的とするものであり、その観
点に立った教育内容や指導体制の改善は必要不可
欠な課題だといえる。
（2）教職大学院の創設
第２の改革は、大学院段階における教員養成改
革としての「教職大学院」制度の創設である。大
学院段階における教員養成については、昭和 50
年代以降、特に現職教員の再教育を目的としたい
わゆる新教育大学の設置をはじめとして既存の大
学にも修士課程が整備されてきた。しかし、わが
国の大学院制度が研究者養成と高度専門職業人養
成との機能区分を曖昧にしてきたこともあり、ま
た実態としても高度専門職業人養成の役割を果た
す教育の展開が不十分であった。そのため、2003
（平成15）年に従来の大学院制度とは異なり、目
的、教育内容、指導方法、指導教員、修了要件等
を高度専門職業人養成に特化した「専門職大学院
制度」が創設された。これを契機に、法曹、ビジ
ネス、会計、公共政策などさまざまな分野で専門
職大学院の整備が進んでいる。
教職大学院は、こうした専門職大学院制度の中
に高度専門職業人としての教員養成に特化した大
学院として必要な枠組みを整備し、その改善・充
実を図ることを目的に創設されたものである。す
なわち、教職大学院は「専ら小学校、中学校、高
等学校、中等教育学校、特別支援学校及び幼稚園
の高度の専門的な能力及び優れた資質を有する教
員の養成を行うための教育を行うことを目的とす
る」（専門職大学院設置基準第26条第１項）もの
として、2008（平成20）年４月に発足したもので
ある。
この背景には、単に従来の大学院教育が抱える
問題の解決・改善だけでなく、学校教育をめぐる
次のような状況変化に対応するという課題が存在
する。第１は、社会構造の急激な変化や学校教育
が抱える課題の複雑・多様化等に対応し得る、よ
り高度な専門性と豊かな人間性・社会性を備えた
力量ある人材育成への対応である。第２は、学校
の小規模化に伴う学校内での人材育成機能の低下
への対応である。第３は、教員の年齢構成に伴う
今後の大量採用に備えた対応という課題である。
そのため、教職大学院は、①学部段階で教員と
しての基礎的・基本的な資質能力を修得した者の
中から、さらにより実践的な指導力・展開力を備
え、新しい学校づくりの有力な一員となり得る新
人教員の養成と、②一定の教職経験を有する現職
教員を対象に、地域や学校における指導的役割を
果たし得る教員として、不可欠な確かな指導理論
と優れた実践力・応用力を備えた「スクールリー
ダー（中核的中堅教員）」の養成の２つの目的・
機能を持つものとして位置づけられている。また、
こうした力量を有した教員を養成するため、教職
大学院では理論と実践の融合に基づく体系的な教
育課程の編成や 10 単位以上の学校等での実習の
必修化、ワークショップ、事例研究、フィールド
ワーク等の新しい授業形態の導入、そして必要専
任教員数のうち教員としての経験等を有する実務
家教員を４割以上配置することなどが制度設計の
基本方針とされている。
既設の修士課程における教員養成に比べて、そ
の制度設計においては厳しい基準設定がなされて
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おり、制度構築という入口段階における教育の質
の管理が徹底されているといえる。また、専門職
大学院の場合は、５年ごとに認証評価を受けるこ
とが義務づけられて点も、その教育の質の管理シ
ステムとして組み込まれていることが特徴でもあ
る。
こうした教職大学院制度にみられる教育の質の
管理システムの充実は、教職大学院のみの問題に
止まる事柄ではなく、教員養成を担うすべての大
学（院）に係わる問題でもある。力量ある教員養
成のために、どのような内容をいかる方法で実施
し、かつ組織的に質の保証を図るシステムをどう
構築していくかという観点から、学部段階や既設
の修士課程での教員養成を検討していくことが求
められているといえる。
おわりに
以上、わが国における現代教育改革とそのなか
での教師教育制度改革の政策動向について検討し
てきた。いずれの政策も緒についたばかりであり、
今後その効果や内実等を検証していくことが必要
な課題だといえる。その際、教育改革の全体構造
がインプットとアウトプット（結果）を国の管理
の下で展開し、そのプロセスは市区町村や学校と
いう教育の実際を担うところが自律的に実施する
という新たな枠組み（構造改革）自体の有効性の
検証とともに、プロセスを担う教育実施の当事者
の取り組みの検証が重要な課題となる。
その点でみた場合、教員養成改革の問題は、そ
の直接的当事者である大学・学部の取り組みが重
要な検証対象となる。政策的動向や教育現場のニ
ーズを読み取りながら、大学としてどのような教
員を養成するのかといった明確な理念・ビジョン
のもと、それを確実に保証しうる教育内容・方法
をいかに提供していくのか、またどのような指導
体制のもとで教員養成に取り組んでいくのかな
ど、組織としての大学・学部による「教員養成の
質」の保証システムを構築していくことが求めら
れているといえよう。
